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1Ｉ０６ 

DEA を用いた自治体における環境への取り組みの評価 

 

 
○湯舟 勇介，梶山 朋子，大内 紀知 (青山学院大学) 

 

 

 
1. 序 論 

1.1 研究背景 

 かつての地方自治体(以下、自治体)に求められる

ことは、地域経済活動の活性化、行政活動の充実な

どが中心であった。しかし、現代の自治体は、これ

らに加えて、環境問題の深刻化に伴う環境対策の推

進も強く求められている。すなわち、現代の自治体

には、経済や行政サービスに加え、環境を含めた総

合的な自治体のパフォーマンスを向上と、その実現

に向けた環境への取り組みが必要とされている。 
しかし、これらの実現に向けて、自治体の政策立

案者は、(1)経済と行政サービス、環境を考慮した総

合的なパフォーマンスを計測する評価指標がない、

(2)それぞれの自治体が、環境への取り組みとして、

どの自治体を参考にすべきかわからないという課題

を抱えている。 
 
1.2 既存研究 

 これまで、自治体の環境を含めたパフォーマンス

に関する研究では、評価指標として CO2 排出量そ

のものが多く用いられてきた。例えば、長谷川(2006)
は、1995 年における日本の CO2 排出量を都道府県

別に推計し分析を行っている。また、GDP 当たりの

CO2排出量(CO2排出量/GDP)を用いた分析も多い。

CO2 排出量/GDP での評価は、経済活動と環境の両

面を考慮した評価指標になっている。しかし、自治

体にとって重要な行政サービスは考慮できていない。

そのため、経済と行政サービス、環境を考慮した総

合的なパフォーマンスの評価が求められている。 
環境への取り組みの評価、すなわちどれだけ環境

パフォーマンスが向上したかの評価については、

CO2 排出量などの評価指標の値や順位を時系列で

比較することによって検証されてきた (長谷川

(2008)など)。しかし、環境への取り組みが効果を出

さなくても、経済活動が停滞している場合には、

CO2 排出量は減少することがあることを考えると、

純粋に環境への取り組みを評価する指標としては問

題がある。また、地域性や政策の方針が異なる自治

体の環境への取り組みを比較しても、参考にすべき

自治体をみつけることは難しい。 

 
1.3 研究目的 

 以上の議論を踏まえ、本研究の目的は、(1)経済、

行政サービス、環境を含めた総合的な自治体の活動

のパフォーマンス評価を行うこと、(2)各自治体にと

って総合的なパフォーマンスを向上させるために効

果的な環境への取り組みの参考とすべき自治体を示

すことである。 
 
2. 分析のフレームワーク 

2.1 分析の概要 

 本研究では大きく分けて 2 つの分析を行う。 
分析 1 では、経済・行政サービス・環境を考慮し

た自治体の総合的な評価を行うとともに、特徴が似

た自治体にグループ分けを行う。 
分析 2 では、環境への取り組みの評価を行い、特

徴が似た自治体の中で、参考とすべき自治体を示す。 
 

2.2 DEA・CCR モデル1 

本研究では、多次元尺度で、相対的観点からの評

価指標が必要となる。そこで、分析 1・分析 2 とも 
DEA (Data Envelopment Analysis)の基本的なモデ

ルである CCR (Charnes, Cooper,  Rhodes) モデル

を用いて分析を行う。 
DEAはCharnes et al (1978)によって考案された

経営分析手法の 1 つであり、政府や学校など、公共

団体の評価手法としても使われている。 
事業体の活動は、資源を投入し便益を出力する変

換過程とみることができる。このとき、(出力／入力)
の比を用いて、その事業体の効率性を測定するのが

比率尺度である。同種の入力と出力を持つ事業体が

複数個ある場合、この比率尺度の大小によってそれ

らの相対比較を行うことが可能になる。DEA におい

て、この比率尺度が高い(つまり、より少ない入力で

多くの出力を得る)事業体が効率的である。 
CCR モデルは DEA の基本的なモデルであり、以

下の分数計画問題から効率性が算出される。 
 
                                                  
1 本節での DEA の説明は末吉(2001)を参考にして

いる。 
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4. 環境への取り組みの比較 

4.1 比較対象 

 分析結果からグループ 1 に属する自治体が参考に

すべきと考えられる佐賀県において、実際に行われ

ている環境への取り組みと、グループ 1 のなかで、

効率性が低く、順位差が小さい岩手県の取り組みに

ついて比較する。 
 
4.2 佐賀県の環境への取り組み 

 佐賀県で行われている環境への取り組みの中でも

特徴的な「エコリンピックさが」と「佐賀県環境サ

ポーター派遣制度」について紹介する。 
エコリンピックさがは、2009 年よりスタートした、

佐賀県が地球温暖化の防止などの環境対策に熱心な

市町を表彰するという企画である。この企画は、市

町の環境への取り組みを県が評価・表彰することで、

情報の共有化や事業の浸透・深化を図ることが目的

である。 
エコリンピックさがは、市町の環境への取り組み

を県が評価・表彰することで市町間の競争を促して

いる。この企画の特徴は、県が住民に直接環境への

取り組みを促すのではなく、より住民と近い市町に

環境への取り組みを促していることである。 
次に、環境サポーター派遣制度は、学習会や実践

活動(例えば、省資源・省エネの学習会、自然観察会、

リサイクル活動など)を実施する場合に、県環境サポ

ーターを講師として派遣し、活動を支援する制度で

ある。この制度は、地域、学校、職場での環境保全

や地球温暖化対策に関する県民の意識の高揚と自主

的な活動の促進を目的としている。 
佐賀県環境サポーター派遣制度では、確立された

システムの構築によって、これまで環境に関心を持

っていなかった人を含める多くの人々や組織が関わ

っている。さらに、謝礼や旅費の支援など行政から

の支援も充実させることによって、住民が自主的に

環境への取り組みを促している。 
 
4.3 岩手県の環境への取り組み 

岩手県で行われている「CO2 ダイエット・マイナ

ス 8％いわて」について紹介する。 
「CO2 ダイエット・マイナス 8％いわて」とは、

県民一人ひとりに「身近にできる 8 つの CO2 ダイ

エット」の実践などを推進する地球温暖化防止「県

民運動」である。主な取り組みとして、インターネ

ット上への、個人で環境対策を行っている人へのイ

ンタビューの掲載や、会員登録者へのメールマガジ

ンの配信などが挙げられる。 
これらの取り組みは住民に直接、環境対策につい

て紹介しているものの、環境に興味・関心がある人

しか情報を得ようとしない可能性が高。もともと環

境に興味・関心がある人に対しては有効な取り組み

であると考えられるが、多くの人に対し、自発的に

環境への取り組みを促すという観点からは課題があ

る。 
 
4.4 政策的示唆 

佐賀県で行われている「エコリンピックさが」・「佐

賀県環境サポーター派遣制度」のように、グループ

1 のような規模が小さい自治体にとって、①市町に

環境への取り組みを促すこと②確立したシステムの

もとで多くの人々を巻き込むこと③行政が住民に対

して環境への取り組みを自主的に行うように支援す

ることが重要であると示唆される。 
 
5. 結論と今後の課題 

5.1 結論 

本研究では、DEA を用いて、経済・行政サービス・

環境を考慮した自治体の総合的な評価を行い、特徴

が似た自治体の中で、環境への取り組みにおいて参

考とすべき自治体を示した。定量的に自治体の総合

的なパフォーマンスを計測し、環境への取り組みと

して参考にすべき自治体を明らかにすることは、実

際の政策などを比較検討するにあたって、政策立案

者にとって非常に有効であると考えられる。 
 
5.2 今後の課題 

 本研究では、47 都道府県の 2009 年のデータを用

いて分析したが、今後は、より住民と近い距離にあ

る市町村単位での分析や、時系列分析を行うことに

よって、更なる知見が得られると期待される。 
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